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Municipalities plans for compact city in the recent situation such as declining population are aimed at 
maintaining population size and density and keeping urban functions, but the location condition of the 
facilities is considered unclear. In this study, we clarify the relation between the population size and each 
facility, as a result,①With respect to the relationship between population size and existence and number of 
facilities, existence probability and average number of installations tended to increase as population size 
increased in many facilities, and showed different numbers depending on each facility.②Based on the 
relationship between the population size and the level per population and area, we pointed out the relationship 
of power to the increase in population size and decrease in level, and the correlation coefficients of each 
facility and coefficients of relational expressions are shown.③We showed the relation between the 
population size and the facility with a strong declining trend, declining tendency, complex tendency from the 
policies of municipalities in Kanagawa Prefecture. In addition, the fiscal situation is still severe for 
maintenance, and there is a possibility that it will become even more severe in the future.④We showed the 
relationship between the population size and the facilities that important in the future in municipalities from 
the setting situation of the urban function guidance facility of the municipal plan formulated nationwide.⑤by 
the user questionnaire for multiple science museums and similar facilities in Kanagawa prefecture, we 
clarified the actual situation of users, and It was possible to point out the possibility of maintaining the service 
level by the cooperation of neighboring municipal.  
Key Words :Management of the city, public facility, population decrease, old aged, municipal plans 
 
 
１． はじめに 
近年，全国的な人口減少局面に突入し，都市の運営は
厳しい状況に直面している．三大都市圏の人口は今後も
増加が見込まれているが，地方圏では一早く少子高齢化
を伴う厳しい人口減少状況に突入している．一方，都市
部においても人口流入に伴う都市のスプロール化により
基盤整備費用等の行政コストが増大する，空き家の増加
や人口密度の低下，高度経済成長期を中心に整備された
施設の更新費が財政を逼迫する，などといった問題を抱
えており，都市におけるサービス水準が低下する懸念が
ある． 
こうした問題を受け，近年では集約型の都市計画を推
進する動きが強まっている．2006 年の都市計画法等の改
正により「拡散型」から「集約型」の都市構造への転換
を図ることが国の方針として明確に示され，様々な自治
体でコンパクトシティ化などの方針が示された．さらに
2014 年に改正された都市再生特別措置法等では，立地適
正化計画制度が創設された．都市の人口規模や密度を保
つことで機能を維持することが計画の根本的な目的と考
えられるが，策定された計画では，施設の立地条件が明
確に示されておらず，また各施設の維持に必要な人口規
模と居住誘導区域の人口の規模や密度の関係が示されな
いか曖昧であり，人口規模が変化した際や集約型の都市
構造へ誘導した際に維持，消滅する都市機能が不明確で
あると指摘できる．本研究はこれらを踏まえ，公益施設
の立地，存続状況について，特に人口規模との関係から
明らかにし，今後の適正な都市のマネジメントに資する
基礎資料を得ることを目的とする． 
２． 対象 
（１）対象施設 
本研究の対象は，道路・河川や上下水道等のインフラ
施設を除く，主に建築物を使ったサービスを行う公益施
設とする． 
一般的に公益性の高い施設として「公共施設」と呼ば
れる学校，公官庁，図書館等のいわゆる”ハコモノ”や
道路，公園等について，本研究では「公益施設」と表現
することとする．  
（２）対象都市 
本研究では，公益施設と人口規模の一般的な関係につ
いて明らかにすることが目的であるため，全国の市町村
を対象とする．なお東京都区部については，市町村と異
なり東京都の影響を強く受け他自治体と同等に比較する
ことが相応しくないと考え，各施設統計の合計に含まれ
るものを除き対象外とした． 
また，自治体の示す公共施設の管理方針については，
神奈川県内の 33 市町村を対象とした．神奈川県内の自治
体を対象とする理由について，高度経済成長期に激しい
人口流入があり，市街地の拡大があったため施設老朽化
の状況が分かりやすいと考えられること等による． 
 
３． 公益施設の概要 
（１）公益施設の選出 
公益施設は，一般財団法人地域総合整備財団の「公共
施設更新費用資産ソフト」(以下，試算ソフト)による分類
を基に，関連法規や統計と照合し分類を行った．また，
神奈川県内の自治体が設置する施設より実際に設置され
ている施設を挙げ，各自治体が独自に設置する施設につ
いても加えた． 
（２）推移状況 
表 1に施設ごとの整備数がピークとなった年を上げる．
全国の人口が最多となる 2005年に設置数のピークが近い
施設以外にも，戦後から高度経済成長，バブル期に重な
るものが多くみられた．  
また，近年でも増減傾向のみられる施設がある．表○
に，前年度に比べ 1割以上の増減があった施設を挙げる．  
増加の傾向がある施設には児童福祉，老人福祉，障害
者に関する福祉施設が多く挙げられた．認定こども園は
 
近年増加傾向がみられるが，2006 年の制度開始から幼稚
園及び保育施設から転換がみられることが要因として挙
げられ，同時期に幼稚園の減少もみられた． 
 
４． 公益施設と自治体人口規模との関係 
（１）概要，方法 
自治体の人口規模と施設立地の確率を示す資料は，既
に国土交通省による「国土のグランドデザイン 2050 参考
資料」等で用いられているものがあるが，これは都市に
おけるサービスについて自治体内で利用できるかを明確
に示すものである．一方，施設によっては自治体内に複
数存在し，数の増減は住民と利用可能な施設までの距離，
選択肢などのサービスの水準に影響すると考えられる．
よって，施設の有無の他にも水準について考慮すべきで
あると考え，有無に加えて設置数，人口あたり，面積あ
たりの水準を明らかにし，上記 4 つの指標より考察する
こととした． 
有無の比較については，国土交通省の示す図に基づき，
以下の式で算出した．なお，資料では百分率で表現され
ているが，本研究では設置数との照合の便宜性から割合
とする． 
① 市町村内の有無 
＝{一定人口規模での該当施設が存在する市町村数}
／{一定人口規模の全市町村数} 
設置数については、人口区分における全自治体の設置
数から平均設置数を以下の式で算出した． 
② 平均設置数 
＝{一定人口規模の合計(自治体に存在する該当施設
数)｝／{一定人口規模の全市町村数} 
また，設置水準の比較については，人口は 10 万人あた
り，面積は 1km²あたりとし，以下の式で算出した．なお，
都市の面積における水準について，工業専用地域以外の
 
表 1 各施設の整備数のピーク 
戦後 1900年代後半 2000年代
消防団 消防本部 消防署
消防分団 幼稚園 中等教育学校
小学校 高等学校 特別支援学校
中学校 短期大学 大学
各種学校 高等専門学校 社会教育(公民館以外)
公民館 専修学校 福祉
保健所 診療所
病院 公営住宅
表 2 2010 年以降に増減傾向のみられる施設 
分類 増加傾向の強い施設
学校教育 認定こども園
厚生施設
児童発達支援センター(福祉型)
小規模保育事務所
その他児童館
児童家庭支援センター
老人福祉 老人福祉センター
障害者支援施設
地域活動支援センター
盲導犬訓練施設
母子及び父子並びに寡婦福祉
宿所提供施設
盲人ホーム
無料定額診療施設
有料老人ホーム(サ高住、サ高住以外)
分類 減少傾向の強い施設
母子及び父子並びに寡婦福祉 母子・父子教養ホーム
その他福祉 へき地保健福祉施設
児童福祉
障害者支援、身体障碍者福祉
その他福祉
用途地域の面積を用いることとした． 
③ 人口(10 万人)あたり(箇所／10 万人) 
＝{一定人口規模の合計(自治体に存在する該当施設
数／該当自治体の人口(単位:10 万人)の合計)} 
／{一定人口規模の全市町村数} 
④ 都市面積(1km²)あたり(箇所／km²) 
＝一定人口規模の合計｛自治体に存在する該当施設
数／自治体の都市面積(単位:km²)の合計｝ 
／{一定人口規模の全市町村数} 
また，人口規模における区分について，国土交通省資
料による分類では区分ごとの自治体数に大きな差が生じ
ること，大規模な区分の自治体数が少なく，自治体単体
の特徴が大きく影響して平均として傾向を考察できない
恐れがあるため，以下のように再設定した． 
表 3 の条件より H27 年における人口区分別の自治体数
を図 1 に示すが，概ね 20 以上の自治体が含まれ，また 50
万人以上の自治体区分でも複数の市を含むことから，人
口区分毎の各指標はそれぞれの傾向として考察するでき
る区分だと考えられる． 
（２）存在確率と平均設置数 
記述の方法により，人口区分ごとの存在確率と設置数
を求めた．図 2 に劇場，音楽堂等の例を示す．それぞれ
の施設の傾向から，人口規模の増加より存在確率と設置
数は増加し，また存在確率が 1 以下の人口区分は一定の
人口規模で 1 に近づき増加が止まる傾向がある，もしく
はこれの一部分に相当する存在確率や設置数の関係，増
加傾向がみられた．これから，人口規模により影響され
ている施設については図 3 に示す概念図をもとに人口規
模との関係を示すこととする． 
 
 
図 2 劇場，音楽堂等の存在確率，設置数(対数表示) 
 
 
図 3 人口規模と存在確率，設置数の概念図 
 
存在確率が増加し始める人口規模(E1)，ほとんど全ての
自治体が設置しはじめる人口規模(E2)，複数設置する自治
体が増加しはじめる人口規模(V1)に注目し，各要素の人
口規模とその関係から，結果として以下の表が得られた． 
 
表 4 複数設置する自治体が増加しはじめる人口規模が
みられなかった施設 
条件／施設名
Min<E1，E1<Max<V1 & E2 A1 E1 A2 V1 E2 A3
盲導犬訓練施設 ~ 500,000 - × × ×
授産施設 ~ 500,000 - × × ×
点字出版施設 ~ 400,000 - × × ×
聴覚障害者情報提供施設 ~ 150,000 - × × ×
補助具製作施設 - 140,000 ~ × × ×
盲人ホーム - 130,000 - × × ×
中等教育学校 - 60,000 - × × ×
情緒障害児短期治療施設 ~ 30,000 ~ × × ×
高等専門学校 ~ 20,000 - × × ×
児童自立支援施設 - 20,000 ~ × × ×
児童家庭支援センター ~ 20,000 ~ × × ×
老人デイサービスセンター等 - 1,000 - × × ×
Min<E1，E1 & E2<Max<V1 A1 E1 A2 V1 E2 A3
点字図書館 - 50,000 ~ × 1,000,000 -
消防本部 - 2,000 - × 25,000 ~
各施設の傾向から読み取った値
 
 
 
 
 
 
 
図 1 H27年における人口区分と自治体数 
 
表 3 人口区分の条件設定 
 条件
国土交通省
1万人以下の市町村は1000人毎
10万人以上は5万人毎
再設定
2万人以下の市町村は1000人毎
5万人以下の市町村は5000人毎
15万人以下の市町村は1万人毎
20、25、30、40、50、100、400万人で設定
 表 5 例外 複数設置する自治体が増加しはじめる人口
規模がみられた施設 
条件／施設名
Min<E1，E1 & V1<Max< E2 A1 E1 A2 V1 E2 A3
女性教育施設 ~ 20,000 - 250,000 × ×
認定こども園 ~ 20,000 - 200,000 × ×
無料定額診療施設 ~ 19,000 - 500,000 × ×
障害児福祉施設 ~ 5,000 ~ 130,000 × ×
乳児院 ~ 3,000 ~ 1,000,000 × ×
児童養護施設 ~ 3,000 ~ 200,000 × ×
生涯学習 センター - 1,000 - 500,000 × ×
児童遊園 - 1,000 ~ 19,000 × ×
Min<E1，E1 & V1 & E2<Max A1 E1 A2 V1 E2 A3
身体障害者福祉センター ~ 50,000 - 500,000 1,000,000 -
短期大学 ~ 20,000 - 250,000 500,000 -
大学 ~ 19000 - 120000 250000 -
助産施設 ~ 15000 - 250000 500000 -
保健所 ~ 12000 - 250000 200000 ~
養護老人ホーム - 3000 - 90000 300000 ~
特別支援学校 - 2000 - 140000 250000 -
博物館 - 1000 - 110000 1000000 -
軽費老人ホーム - 1000 - 50000 250000 ~
劇場，音楽堂等 - 1000 - 35000 90000 ~
有料老人ホーム - 1000 - 20000 130000 -
障碍者支援施設等 - 1000 - 19000 300000 -
病院 - 1000 - 17000 70000 ~
E1<Min，V1<Max<E2 A1 E1 A2 V1 E2 A3
老人介護支援センター × × - 20,000 × ×
老人憩の家等 × × ~ 18,000 × ×
地域福祉センター × × ~ 1,000,000 × ×
E1< Min，Max<V1，E2 A1 E1 A2 V1 E2 A3
青少年教育施設 × × - 150,000 1,000,000 -
博物館類似施設 × × - 5,000 300,000 -
老人福祉センター × × - 30,000 130,000 ~
保健センター × × - 20,000 110,000 ~
民間体育施設 × × - 3,000 90,000 -
図書館 × × - 20,000 60,000 -
高等学校 × × - 17,000 60,000 -
消防署、出張所 × × - 15,000 50,000 -
幼稚園 × × - 6,000 50,000 -
介護老人福祉施設 × × - 5,000 19,000 ~
児童館 × × - 18,000 11,000 ~
保育所 × × - 2,000 11,000 ~
診療所 × × ~ 0 11,000 ~
社会体育施設 × × - 0 5,000 -
V1 & E2<Min & Max A1 E1 A2 V1 E2 A3
小学校 × × × 0 × -
中学校 × × × 0 × -
集会施設 × × × 0 × ~
公営住宅等 × × × 0 × ~
各施設の傾向から読み取った値
  
 
公民館は，人口規模の大きな自治体で設置確率が減少
する傾向がみられた(表 6)．  
表 6 例外 
条件／施設名
例外(山なりに確立が変化する) A1 E1 A2 V1 E2 A3
公民館 0
各施設の傾向から読み取った値
 
 
また，人口規模の大小によって各指標に影響がみられ
ず、一様に低い確率で存在する施設がみられた(表 7)．  
 
表 7 人口規模に影響されない施設 
条件／施設名
影響なし A1 E1 A2 V1 E2 A3
公民館類似施設 ~ × × × × ×
障害者更生センター ~ × × × × ×
へき地保健福祉会館 ~ × × × × ×
認可外保育施設 ~ × × × × ×
各施設の傾向から読み取った値
 
 
（３）人口，面積あたりの水準 
劇場，音楽堂等における 10 万人あたりの設置数と人口
規模の関係を例に図 4 に散布図を示す．他の多くの施設
も含め，図 4 のように，複数設置する自治体が増加しは
じめる人口規模(V1)以上における人口規模と 10 万人あた
り，1km²あたりの設置数に累乗の関係があることが考え
られた． 
そこで，人口規模と人口あたりの設置数を以下のよう
に変換し，直線の関係から各係数と相関係数を求めた(図
5)． 
 
Y=10 万人あたり，1km²あたりの平均設置数 
X=人口規模 
Y=BX^A 
→log10(Y)=log10(BX^A) 
→log10(Y)=log10(B)+Alog10(X) 
ここで，以下のように各変数，係数を変換する． 
y=log10(Y)，x=log(X)，a=A，b=log10(B) 
log10(Y)=log10(B)+Alog10(X) 
→y=ax+b 
 
図 6 に人口あたり，図 7 に面積あたりの相関係数及び
関係式の各係数(a,b)を示す．この関係式における相関係
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 劇場，音楽堂等の人口あたり水準と人口規模の
関係(直線変換後) 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 劇場，音楽堂等の人口あたり水準と人口規模の
関係 
数の高い施設は，人口規模が整備水準に影響しているこ
とが考えられる．人口あたりの水準において，高等学校，
保育所，消防署，出張所，介護老人福祉施設，女性教育
施設，小学校，老人福祉センター，図書館，集会施設，
博物館類似施設，保健センター，公民館が，面積あたり
の水準として消防署，出張所，女性教育施設，図書館，
老人福祉センター，保健センターが，それぞれ相関係数
が-0.9 を下回り，負の相関関係が指摘される施設として挙
げられる． 
（４）運営主体の傾向 
各施設の存在確率について，設置主体を国及び都道府
県，市町村，その他公的主体以外(以下，民間等)に区分し，
人口規模と存在確率それぞれの関係では，両主体ともに
ほとんどの施設で人口規模の増加に伴い存在確率が増加
するが，民間等の設置しない人口規模から設置する，ま
たは公的主体のみが設定する割合が存在する人口規模が
みられ，民間等の設置しない人口規模で機能を補完する
箇所がみられた．以下に各施設の状況を表 8 に占めす． 
公的主体が民間によるサービスを補完している施設，
そうでない施設を示した．消防，学校教育のうち義務教
育に相当する施設や保健に関する施設は公的主体の割合
も高く，公益サービスの重要な施設であると同時に公的
主体にとって重要であることが伺える．また，学校教育
の幼稚園，児童福祉の保育所や児童遊園，児童館も機能
を補完している． 
一方，上記の児童福祉以外の福祉施設については公的
主体が人口規模の小さな自治体において機能を補完して
いるものは少ない．老人福祉センターは公的主体のみで 
 
表 8 施設の公共による補完状況 
施設名
公
共
に
よ
る
補
完
状
況
施設名
公
共
に
よ
る
補
完
状
況
施設名
公
共
に
よ
る
補
完
状
況
消防本部 〇 助産施設 〇 障碍者支援施設等 ×
消防署、出張所 〇 乳児院 × 身体障害者福祉センター ◇
児童養護施設 ◇ 補助具製作施設 ◇
幼稚園 〇 障害児福祉施設 ◇ 盲導犬訓練施設 -
認定こども園 〇 情緒障害児短期治療施設 ◇ 聴覚障害者情報提供施設 ◇
小学校 〇 児童自立支援施設 〇 障害者更生センター -
中学校 〇 保育所 〇 点字図書館 ◇
中等教育学校 - 児童遊園 〇 点字出版施設 -
高等学校 〇 児童館 〇
高等専門学校 - 児童家庭支援センター × 授産施設 -
短期大学 × 盲人ホーム ×
大学 ◇ 老人憩の家等 〇 無料定額診療施設 ×
特別支援学校 〇 養護老人ホーム ◇ へき地保健福祉会館 〇
介護老人福祉施設 ◇ 有料老人ホーム ×
体育施設 ◇ 軽費老人ホーム ◇ 地域福祉センター ◇
老人デイサービスセンター等 × 認可外保育施設 〇
老人福祉センター 〇
老人介護支援センター ◇ 保健所 〇
保健センター 〇
病院 ◇
診療所 ◇
老人福祉
凡例
公的主体のみ最大約5割以上
〇…公的主体のみが設置し，民間による設置の割合が増加していない人口規模がある
×…上記以外
児童福祉
公的主体のみ最大約8割以上
公的主体のみなし
公的主体のみ最大約2割以下
消防 障害者支援、身体障害者福祉
その他福祉
医療・保健
学校教育
◇…公的主体のみが設置する人口規模がある
社会体育
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 7 面積あたりの設置数に関する相関係数と各係数(直線変換後) 
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図 6 人口あたりの設置数に関する相関係数と各係数(直線変換後) 
凡例(相関係数±) ~0.3 0.3~0.6 0.6~0.8 0.8~0.9 0.9~
設置する自治体が多く，機能を担っていることがわかる．
その他の施設については，民間が担っているか公的主体
のみが設置する自治体の割合が少なく，民間が機能を多
くになっていることが分かった．なお，利用契約制度に
よる公的主体からの補助金があるなど，利用者からの受
益のみで運営されていないことに留意が必要である． 
医療に関する施設は民間が機能を担う自治体が多いが，
人口規模の少ない自治体では診療所を公的主体が設置し
ており，機能が維持できるよう民間の不足分を補完して
いることが分かった． 
 
５． 市町村における設置状況と方針 
（１）設置状況 
上記と同等の方法により，主体を市町村に絞った場合
の施設と人口規模との関係について明らかにした．その
結果，設置している施設や各水準は他主体の減少する分，
主体全体の合計に比べ減少するものの，人口規模の増加
に伴う存在確率，設置数の増加と，人口，面積あたりの
整備水準の低下の傾向が，全主体合計と同様にみられた． 
（２）公共施設等総合管理計画における方針 
2014 年，総務省は全国の地方公団体に対し「公共施設
等総合管理計画」の策定要請を行った．要約すると，公
共施設等の老朽化対策が大きな課題であり，厳しい財政
状況が続く中で今後，人口減少等により利用需要が変化
していくことが予想されることを踏まえて，全体の状況
把握をし，長期的な視点で方針をたて最適な配置を実現
することが必要，とされている．こうした背景を受け神
奈川県内では，2017 年度までにすべての市町村で公共施
設等総合管理計画，又はそれにあたる計画を策定した． 
上記の社会状況を背景に，各施設が今後たどる減少，
廃止等の方針の傾向や，自治体の人口規模より傾向がこ
とのあるのかを明らかにできる資料であると考えられた．
そこで，神奈川県内の全市町村を対象に施設ごとの方針
を抽出した． 
全自治体が同一の方針を示すものはないが，複数の自
治体が示す方針に特徴のみられた施設は，それぞれ表 9
の複合化、減少等の方針に反映した．また方針を示した
自治体の人口規模に一定のまとまりがみられた施設もみ
られた． 
また，同計画には自治体の所有する施設の床面積より
今後更新に対しての必要額，過去 5 年を中心に予算に当
たられると考えられる充当可能額が示されている．ほと
んどの自治体は不足分が発生し，現在の予算では全ての
機能が維持できないと考えられる(図 8)．また，不足分の
割合を床面積で補う場合，自治体のサービスとして重要
な施設まで廃止する必要があり，体育館等を廃止する必
要があった横須賀市などをはじめ不足額に相当する床面
積の削減に至らない自治体も多くみられる． 
さらに，将来の充当可能費は人口減少を考慮しておら
ず，試算を唯一行った二宮町でも人口による変動は市町
村民税等のみにとどまっている．各自治体の 2015 年と比
較した 2040 年までの充当可能額は，二宮町による試算の
方法では多くても 1 割程度の減少率だが，生産可能人口
は 2 割から 5 割程度まで減少し，地方消費税交付金等，
試算に加味されていなかった経済情勢も大きく影響され
ることが考えられる(図 9)． 
以上から，各自治体の示す方針では現在の財政状況に
よって維持することが可能か不明な状況にあり，人口減
少を加味するとさらなる減少が必要になる可能性が指摘
できる． 
（３）立地適正化計画における設定状況 
立地適正化計画における都市機能誘導施設は，各自治
体が人口減少下においても都市機能区域において機能を
維持または誘導し，効率的な提供を図る施設であり，計
画を策定した自治体が各自で設定しているものである．
表 9 市町村における公益施設の今後の方針 
複合化方針・都市機能設定両方 減少等の方針、都市機能での設定あり
複合化方針・都市機能設定片方 減少傾向、都市機能の設定無い・少
庁舎・市役所
窓口センター
消防署、出張所
消防団
幼稚園
認定こども園
小中学校
給食施設
高等学校
大学
専門学校
自治施設
公民館
(公民館類似)地域交流センター
(公民館類似)コミュニティセンター
図書館
博物館・美術館、博物館
劇場、音楽堂等・多目的ホール
体育施設
老人福祉センター
老人憩の家等
デイサービスセンター
訪問介護
地域包括支援
福祉会館等
保育所
児童館
児童相談所・子育て支援センター
地域保健センター・保健センター
病院
診療所
凡
例
~義務教育
消防
行政
大分類 施設名
保健・医療
児童福祉
老人福祉等
大規模
社会教育
小規模社会教育
集会、コミュニティ
義務教育~
このため自治体によって設定される施設が異なり，重要
とする施設に差が生じることが考えられた． 
そこで，2017 年 5 月現在，立地適正化計画を策定して
いる 105 都市において都市機能誘導施設に設定されてい
る施設と，各自治体の人口規模をまとめた． 
対象母数が少ないため，人口区分を新たに大きく再区
分し，各区分での設定している割合を施設ごとに考察し
たところ，設定している自治体の割合は施設によって異
なり，また設定している自治体の人口規模が限定される
などの傾向がみられた．表 9 の立地適正化計画の都市機
能の設定状況に反映した． 
（４）自治体方針のまとめ 
表 9 より，各施設の管理方針の傾向，都市機能設定の
傾向を考察する．消防や学校教育，保健，医療の多くの
施設や庁舎は都市機能として維持される傾向がある．小
中学校は人口規模に応じて縮小される傾向があるが，多
機能を集約し拠点として整備される方針もみられた．福
祉等の機能は，老人憩の家，福祉会館，児童館など公営
の施設で減少，廃止の傾向がみられた．社会教育施設の
うち自治会館や公民館は減少の傾向があり，図書館は減
少を示す自治体はなかった．その他の社会教育施設は減
少と維持の双方が存在する． 
 
６． 公益施設の利用者と広域化の可能性 
神奈川県の博物館類似施設のうち科学館等の名称で運
営される社会教育施設について，伊勢原市は廃止，機能
の転換を方針として示している．また，近隣には厚木市，
藤沢市，川崎市などがこの施設に近い科学館等の施設を
設置しており，神奈川県は科学に関する登録博物館を小
田原市に設置している． 
これらの施設に利用者アンケートを依頼，または過去
のアンケートから同等の統計を集計し，利用者と施設の
距離，時間に関する傾向を考察した．(図 10，図 11) 
その結果，これらの施設は所在自治体外からの利用者
が一定割合存在することがわかり，自治体をまたいで利
用している実態が分かった．また，これらの施設の利用
 
 
 
 
 
 
 
図 9 神奈川県内市町村ごとの 2015-2040 年の充当可能額，人口，生産年齢人口の減少割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 8 神奈川県内市町村ごとの一人あたりの充当可能額，必要額，不足額 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 10 施設所在自治体と各半径に被る自治体からの
利用者割合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 11 施設までの所要時間 
者は，所要時間が 30 分以内でおよそ半数以上，1 時間以
内で 9 割を占め，現在の利用者の傾向からこうした時間
内に施設へ移動できる地域に誘導することが効率的な行
政サービスの提供につながると考えられる． 
国土交通省が推奨するコンパクト＋ネットワークはこ
うした施設にも有効であると考えられるが，各自治体の
方針で近隣自治体と連携した方針を示す施設は消防，処
理施設の広域化以外でみられておらず，今後は行政区域
を超えた計画を作ること，そのための調整が重要だと考
えられた． 
 
７． まとめ 
本研究では，設置されている公益施設の立地状況を，
人口規模を区分し有無，設置数，人口と面積あたりの水
準で考察した．また，自治体における公益施設の方針と
して，管理方針，都市機能としての設定から，自治体の
今後の方針での扱われ方について考察した．これより，
以下の結論が得られた． 
① 人口規模と公益施設の立地有無，施設数の関係につ
いて，多くの施設で人口規模が増加するに従って存
在確率や平均設置数が増加する傾向があり，またそ
の高い確率で存在しない人口規模，高い確率で存在
する人口規模，1 つ以上の施設を設置する人口規模に
ついて施設ごとに値を示した． 
② 一定の人口規模以上で 1 つ以上設置されると考えら
れた施設について，人口規模と対人口，面積あたり
の水準の関係から，人口規模の増加と水準の減少に
累乗の関係性を指摘し，各施設の相関係数や関係式
の係数を示した． 
③ 神奈川県内の市町村の方針から減少，廃止傾向，複
合化傾向の強い施設と，人口規模との関係を示した．
また，財政状況より施設の老朽化による更新を現在
の財政より克服することは難しく，人口減少が財政
に与える影響を考慮している自治体はほとんどない
ことが分かった．人口減少に伴う税収への直接の影
響は充当可能費に対し僅かではあるが，生産年齢人
口の減少に伴う税収の減少を考慮すると自治体方針
に比べてより多くの床面積を削減する必要性が考え
られた． 
④ 全国で策定された立地適正化計画の都市機能誘導施
設の設定状況から，今後も市町村において重要視さ
れている施設と人口規模の関係を示した． 
⑤ 神奈川県内の複数の科学系博物館及び類似施設の利
用者の実態として，所在自治体以外の利用者が一定
数をしめ，来館までの所要時間は 30 分で 5 割程度以
上，1 時間で 9 割程度以上の利用者割合が占めること
が分かり，市営の場合は近隣自治体の連携によりサ
ービス水準を保つ可能性が指摘できた． 
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